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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の一般的な分子構造式を有し、
【化１】

　そのうち、Ｃｏｒは、π－π相互作用によって柱状超分子スタックを形成する主に平面
状の多環式分子系であり、前記平面状の多環式分子系が、トルキセン、デカシクレン、ア
ンタンスレン、ヘキサベンゾトリフェニレン、１．２，３，４，５，６，７，８－テトラ
－（ペリ－ナフチレン）アントラセン、ジベンゾオクタセン、テトラベンゾヘプタセン、
ペルピレン、ヘキサベンゾコロネンの組から選択された平面縮合多環式炭化水素を含み、
かつ構造７～１７の組から選択される一般構造式を有し、
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　Ｐは極化ユニットであり、前記極化ユニットが、ドープされたオリゴアニリンおよびｐ
‐オリゴ－フェニレンの組から選択されるか、または構造式２６～３２の組から選択され
る一般構造式を有する導電性オリゴマーを含み、ただし、Ｘ＝２，３，４，５，６，７，
８，９，１０，１１または１２であり、
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　Ｉは高耐圧絶縁置換基であり、ｎは１，２，３，４，５，６，７または８であり、ｍは
１，２，３，４，５，６，７または８であり、前記高耐圧絶縁置換基の少なくとも１つが
、‐（ＣＨ２）ｎ‐ＣＨ３、‐ＣＨ（（ＣＨ２）ｎＣＨ３）２）（ｎ＝１…．５０）、ア
ルキル、アリール、置換アルキル、置換アリール、分枝アルキル、分枝アリール、および
それらの任意の組合せから選択され、アルキル基はメチル、エチル、プロピル、ブチル、
Ｉ‐ブチル基およびｔ‐ブチル基から選択され、アリール基は、フェニル、ベンジルおよ
びナフチル基から選択される
　ことを特徴とする静電界の形態でエネルギーを蓄積するエネルギー蓄積分子材料。
【請求項２】
　請求項１に記載のエネルギー蓄積分子材料において、
　前記ドープされたオリゴアニリンが、アニリンのフェニル環上にＳＯ３基またはＣＯＯ
基を有する自己ドープされたオリゴアニリンである。
【請求項３】
　請求項１に記載のエネルギー蓄積分子材料において、
　前記ドープされたオリゴアニリンが、酸化状態でオリゴアニリンと混合された、アルキ
ル‐ＳＯ３Ｈ酸またはアルキル‐ＣＯＯＨの組から選択される酸化合物によって混合ドー
プされる。
【請求項４】
　請求項１に記載のエネルギー蓄積分子材料において、
　主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）と極化ユニット（Ｐ）を接続する、構造３３～４
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【表３】
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【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載のエネルギー蓄積分子材料を含む
　ことを特徴とする結晶誘電体層。
【請求項６】
　第１の電極と、
　第２の電極と、
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に配置された結晶誘電体層と、
　を含み、
　前記結晶誘電体層が、請求項１～４のいずれか１項に記載のエネルギー蓄積分子材料を
含む
　ことを特徴とするコンデンサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　コンデンサは、静電界の形態でエネルギーを蓄積するために使用される受動電子部品で
あり、誘電体層によって分離された一対の電極を含む。２つの電極間に電位差が存在する
と、誘電体層に電界が存在する。理想的なコンデンサは、各電極上の電荷とそれらの間の
電位差との比である静電容量の単一の一定値によって特徴付けられる。実際には、電極間
に位置する誘電体層は少量の漏れ電流を通過することがある。電極およびリード線は等価
直列抵抗を導入させ、誘電体層は破壊電圧をもたらす電界強度に制限を有する。最も単純
なエネルギー蓄積装置は、誘電率εの誘電体層によって分離された２つの平行する電極か
らなり、各電極は面積Ｓを有し、互いに距離ｄをおいて配置されている。電極は面積Ｓに
わたって均一に延びると考えられ、表面電荷密度は式：±ρ＝±Ｑ／Ｓで表すことができ
る。電極の幅が間隔（距離）ｄよりもはるかに大きいので、コンデンサの中心付近の電場
は、大きさＥ＝ρ／εで均一になる。電圧は、電極間の電界の線積分として定義される。
理想的なコンデンサは、式（１）で定義される一定の静電容量Ｃによって特徴付けられる
。
Ｃ　＝　Ｑ／Ｖ               （１）
これは容量が面積と共に増加し、距離と共に減少することを示している。　したがって、
高誘電率の材料で作られた装置では、容量は最大である。
【０００２】
　破壊強度Ｅｂｄとして知られる特性電界は、コンデンサ内の誘電体層が導電性になる電
界である。これが起こる電圧は、デバイスの降伏電圧と呼ばれ、絶縁強度と電極間の間隔
との積によって与えられる。
Ｖｂｄ　＝　Ｅｂｄｄ　                  （２）
【０００３】
　コンデンサに蓄積される最大体積エネルギー密度は、～ε・ε×Ｅ２

ｂｄに比例する値
によって制限される。ここで、εは誘電率、Ｅｂｄは破壊強度である。したがって、コン
デンサの蓄積エネルギーを増加させるためには、誘電体の誘電率εおよび誘電体の破壊強
度Ｅｂｄを高める必要がある。
【０００４】
　通常に、電界の強度が十分に高くなって、エネルギー蓄積分子材料の原子から電子を「
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引っ張って」、一方の電極から他方の電極へ電流を伝導させると、誘電体層の破壊が起こ
る。エネルギー蓄積分子材料中の不純物の存在または結晶誘電体層の不完全性は、観測さ
れるようなアバランシェ降伏をコンデンサにおいて生じさせる可能性がある。
【０００５】
　エネルギー蓄積分子材料の他の重要な特徴は、その誘電率である。異なる種類のエネル
ギー蓄積分子材料は、コンデンサに使用され、セラミック、ポリマーフィルム、紙、およ
び異なる種類の電解コンデンサを含む。最も広く使用されるフィルム材料は、ポリプロピ
レンおよびポリエステルである。誘電率の増加は体積エネルギー密度の増加を可能にし、
それが重要な技術的課題となる。
【０００６】
　ポリアニリン（ＰＡＮＩ‐ＤＢＳＡ／ＰＡＡ）の極めて高い誘電率複合物は、ｄｏｄｅ
ｃｙｌｂｅｎｚｅｎｅスルホン酸塩の面前でポリアクリル酸の水分散でアニリンの元の位
置の重合を使って合成された（Ｃｈａｏ－Ｈｓｉｅｎ　Ｈｏａ、ほか、“Ｈｉｇｈ　ｄｉ
ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｃｏｎｓｔａｎｔ　ｐｏｌｙａｎｉｌｉｎｅ／ｐｏｌｙ（ａｃｒｙｌ
ｉｃ　ａｃｉｄ）　ｃｏｍｐｏｓｉｔｅｓ　ｐｒｅｐａｒｅｄ　ｂｙ　ｉｎ　ｓｉｔｕ　
ｐｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ”、Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｍｅｔａｌｓ　１５８　（２０
０８）、ｐｐ．　６３０‐６３７を参考する）。水溶性ＰＡＡは重合スタビライザーとし
て用いられ、ＰＡＮＩ粒子を肉眼で見える寄せ集めから保護する。重さによって３０％の
ＰＡＮＩを含んでいる複合物においては、およそ２．０×１０５（１ｋＨｚで）の非常に
高い誘電率が得られた。複合物の形態、誘電性、電気特性に対するＰＡＮＩ含量の影響は
調査された。誘電率の周波数に対する依頼性、誘電損、損失タンジェント、及び電気定数
は、０．５ｋＨｚから１０ＭＨｚまでの周波数レンジで分析された。ＳＥＭ顕微鏡写真で
は、多数のナノ・スケールＰＡＮＩ粒子からなる高いＰＡＮＩ含量（すなわち、２０重量
％）による複合物がＰＡＡマトリックスに均一に配布されることが明らかにされた。高い
誘電率は、ＰＡＮＩ粒子の小型コンデンサの総合に起因した。この材料の欠点は、電界の
下で少なくとも１本の連続伝導路の発生とパーコレーションの可能性があり、かつ電界の
増加につれてさらに発展する可能性があることである。隣接の導電ＰＡＮＩ粒子を通して
の少なくとも１本の連続経路（通路）がコンデンサの電極の間で作られるとき、そのよう
なコンデンサの破壊電圧を減少させることが可能である。
【０００７】
　アニリン・オリゴマーがドップされた単結晶は、単純な溶解ベースの自組み立て方法に
よって生産された（Ｙｕｅ　Ｗａｎｇ、ほか、“Ｍｏｒｐｈｏｌｏｇｉｃａｌ　ａｎｄ　
Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｖｉａ　Ｈｉｅｒａｒｃｈｉｃａｌ　Ａｓｓ
ｅｍｂｌｙ　ｏｆ　Ｄｏｐｅｄ　Ｏｌｉｇｏａｎｉｌｉｎｅ　Ｓｉｎｇｌｅ　Ｃｒｙｓｔ
ａｌｓ”、Ｊ．　Ａｍ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．　２０１２，　１３４，　ｐｐ．　９２
５１－９２６２を参考する）。一次元（１－Ｄ）のナノ繊維のような構造がより高い順序
構造に集計されることができる「ボトムアップ」の階層的なアセンブリで、異なる形態と
次元の結晶が生産されることができることが、詳細な機械学の研究で分かった。結晶の核
形成とアニリンのオリゴマーの間の非共有結合的な相互作用をコントロールすることによ
っては、一次元のナノ繊維とナノワイヤ、二次元のナノリボンとナノシート、三次元のナ
ノプレート、積み重ねられたシート、ナノ花、多孔質ネットワーク、中身のない球とひね
くれたコイルを含む多種多様な結晶ナノ構造が得られることができる。形状依存の結晶度
のような注目された構成と性能の関係のように、これらのナノスケール結晶は、それらの
ブロック対照物と比較して、強化された伝導率を示している。さらに、分子の溶解作用を
監視することにより、これらの構成の形態及び次元数を予想し合理化することができるこ
とは、専門研究にて明らかにされた。モデル・システムとして四価のアニリンを使うこと
により、本文に示される結果と策略は、有機材料の形状とサイズを制御する一般的な方法
を提供する。
【０００８】
　エネルギー蓄積装置としてのコンデンサは、電気化学的エネルギー蓄積装置（例えばバ
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ッテリー）に比べて公知な利点を有する。バッテリーと比較して、コンデンサは非常に高
いエネルギー密度、つまり充電・放電率でエネルギーを蓄積することができ、ほとんど退
廃がなく長い寿命を有し、かつ何十万もまたは何百万も回に（循環して）充放電すること
ができる。
【０００９】
　しかし、コンデンサは、バッテリーのように小体積あるいは軽量で、あるいは低いエネ
ルギーコストでエネルギーを蓄積することができず、若干のアプリケーション（たとえば
電気自動車）にとって非実用となる。より高い容積、大きいエネルギー蓄積密度、及び低
いコストを有するコンデンサを提供するために、エネルギー蓄積技術の改良は必要となる
。
【００１０】
　本発明は、エネルギー蓄積装置に蓄積するエネルギーの体積および質量密度を向上する
とともに、材料及び製造プロセスのコストを低減するという課題を解決しようとするもの
である。
【発明の概要】
【００１１】
　本発明は、いくつかのエネルギー蓄積装置に関連する、蓄積するエネルギーの体積およ
び質量密度を向上するとともに、材料及び製造プロセスのコストを低減するという課題を
解決することができるエネルギー蓄積分子材料、結晶誘電体層およびコンデンサを提供す
る。エネルギー蓄積分子材料は、分子構造を有する比較的低分子量の誘電性結晶材料であ
る。他の誘電材料、例えばポリマーも分子であるが、分子量の分布を特徴とする。
【００１２】
　一態様では、本発明は、以下の一般的な分子構造式を有するエネルギー蓄積分子材料を
提供する：
【化１】

　Ｃｏｒは、π－π相互作用によって柱状超分子スタックを形成する主に平面状の多環式
分子系であり、Ｐは極化性を提供する極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置換基（ｈｉ
ｇｈ－ｂｒｅａｋｄｏｗｎ　ｉｎｓｕｌａｔｉｎｇ　ｓｕｂｓｔｉｔｕｅｎｔ　ｇｒｏｕ
ｐ）であり、ｎは１，２，３，４，５，６，７または８であり、ｍは、１，２，３，４，
５，６，７または８である。
【００１３】
　別の態様では、本発明は、以下の一般的な分子構造式を有するエネルギー蓄積分子材料
を提供する：
【化２】

　Ｄ部分（Ｄ－ｍｏｉｅｔｙ）は、π－π相互作用によって柱状超分子スタックを形成す
る極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置換基であり、ｍは、１，２，３，４，５，６，
７または８である。
【００１４】
　さらに別の態様では、本発明は、開示されたエネルギー蓄積分子材料を含む結晶誘電体
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【００１５】
　さらに別の態様では、本発明は、第１の電極、第２の電極、および前記第１および第２
の電極の間に配置された結晶誘電体層を含むコンデンサを提供する。電極は、平坦で平面
であり、互いに平行に配置されている。結晶誘電体層は、開示されたエネルギー蓄積分子
材料を含む。
【００１６】
　個々の刊行物、特許、または特許出願が具体的かつ個別に参照により組み込まれると示
されていると同様に、本明細書中に言及されるすべての刊行物、特許および特許出願は、
参照により本明細書に援用される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　　図１は、本発明の一態様によるコンデンサの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の様々な態様が本明細書に示され、記載されるが、そのような態様は単なる例と
して提供されることは当業者にとって明らかであろう。本発明から逸脱することなく、多
くの変形、変更、および置換が当業者にて考えることができる。本明細書に記載された実
施形態に対する様々な代替が採用され得ることを理解されたい。
【００１９】
　本発明は、エネルギー蓄積分子材料を提供する。本開示の実施例および態様によれば、
エネルギー蓄積分子材料は、異なる（様々な）機能を実行する３つの成分を含む。主に平
面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、超分子を形成する能力をエネルギー蓄積分子材料に与
える。次に、超分子は、結晶誘電体層の結晶構造を形成することを可能にする。極化ユニ
ット（Ｐ）は、高い誘電率を有する分子材料を提供するために使用される。金属伝導性を
有する分子、モノマーおよびポリマーの双極子極化、イオン極化、および超電子極化など
のいくつかのタイプの極化がある。列挙されたタイプの極化を有する全ての極化ユニット
は、本発明の態様において使用することができる。絶縁置換基（Ｉ）は、誘電体結晶層に
おける超分子間の電気的絶縁を提供し、エネルギー蓄積分子材料の高い耐圧を提供する。
【００２０】
　本発明の１つの態様によれば、平面多環式分子系は、表１に示される構造１～６を含む
組からの一般構造式を有するテトラピロールのマクロ環式断片を含むことができ、そのう
ち、Ｍは金属の原子または２つのプロトン　（２Ｈ）である。
　表１テトラピロールマクロ環式断片を含む多環式分子系の例
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【００２１】
　本発明の別の態様によれば、平面多環式分子系は、トルキセン、デカシクレン、アンタ
ンスレン（ａｎｔａｎｔｈｒｅｎｅ）、ヘキサベンゾトリフェニレン（ｈｅｘａｂｅｎｚ
ｏｔｒｉｐｈｅｎｙｌｅｎｅ）、１．２，３．４，５．６，７．８‐テトラ‐（ペリ‐ナ
フチレン）‐アントラセン（１．２，３．４，５．６，７．８－ｔｅｔｒａ－（ｐｅｒｉ
－ｎａｐｈｔｈｙｌｅｎｅ）－ａｎｔｈｒａｃｅｎｅ）、ジベンゾオクタセン、テトラベ
ンゾヘプタセン（ｔｅｔｒａｂｅｎｚｏｈｅｐｔａｃｅｎｅ）、ペルピレン（ｐｅｒｏｐ
ｙｒｅｎｅ）、ヘキサベンゾコロネン（ｈｅｘａｂｅｎｚｏｃｏｒｏｎｅｎｅ）を含む組
から選択される平面縮合多環式炭化水素を含み、かつ表２に示す構造７～１７を含む組か
らの一般構造式を有することができる。
　表２．平面縮合多環式炭化水素を含む多環式分子系の例

【表２】
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【００２２】
　本発明のさらに別の態様によれば、平面多環式分子系は、表３に示す構造１８～２５を
含む組からの一般構造式を有するコロネン断片（ｃｏｒｏｎｅｎｅ　ｆｒａｇｍｅｎｔｓ
）を含むことができる。
　表３．コロネン断片を含む多環系の例
【表３】
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【００２３】
　本発明のさらに別の態様では、極化ユニットは、表４に示す構造２６～３２の導電性オ
リゴマーを含むことができ、ただし、Ｘ＝２，３，４，５，６，７，８，９，１０，１１
または１２。
　表４．導電性オリゴマーを含む極化ユニットの例

【表４】
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【００２４】
　本発明のさらに別の態様において、極化ユニットは、表５に示す構造３３～５３を含む
組からの一般構造式を有するリレン（ｒｙｌｅｎｅ）断片を含むことができる。
　表５．リレン断片を含む極化ユニットの例

【表５】
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【００２５】
　本発明の１つの態様によれば、極化ユニットは、ドープされたオリゴアニリン（ｏｌｉ
ｇｏａｎｉｌｉｎｅ）およびｐ‐オリゴ‐フェニレン（ｐ－ｏｌｉｇｏ－ｐｈｅｎｙｌｅ
ｎｅ）を含む組から選択されることができる。本発明の別の実施形態において、ドープさ
れたオリゴアニリンは、アニリンのフェニル環上にＳＯ３基またはＣＯＯ基を有する自己
ドープされたオリゴアニリンである。本発明のさらに別の実施形態では、ドープされたオ
リゴアニリンは、酸化状態でオリゴアニリンと混合された、アルキル‐ＳＯ３Ｈ酸または
アルキル‐ＣＯＯＨを含む組から選択される酸化合物によって混合ドープされる。
【００２６】
　本発明のさらに別の態様において、高耐圧絶縁置換基の少なくとも１つは、‐（ＣＨ２

）ｎ‐ＣＨ３、‐ＣＨ（（ＣＨ２）ｎＣＨ３）２）（ｎ＝１…．５０）、アルキル、アリ
ール、置換アルキル、置換アリール、分枝アルキル、分枝アリール、およびこれらの任意
の組合せから選択され、アルキル基は、メチル、エチル、プロピル、ブチル、Ｉ‐ブチル
基およびｔ‐ブチル基から選択され、アリール基は、フェニル、ベンジルおよびナフチル
基から選択される。
【００２７】
　本発明の別の態様では、エネルギー蓄積分子材料は、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏ
ｒ）と極化ユニット（Ｐ）を連結する、表６に示す構造５４～６３を含む組から選択され
る少なくとも１つのリンカーユニットをさらに含むことができる。
　表６．リンカーユニットの例
【表６】
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【００２８】
　本発明の別の態様によれば、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、リンカーユニッ
ト（Ｌ）によってペリレン構造のベイ位置に連結された極化ユニット（Ｐ）を含むペリレ
ンであってもよく、ｓは０，１，２，３，４，５または６である。
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【化３】

【００２９】
　本発明のさらに別の態様において、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、リンカー
ユニット（Ｌ）によってペリレン構造の頂点位置に連結された極化ユニット（Ｐ）を含む
ペリレンであってもよく、ｓは０，１，２，３，４，５または６である。
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【化４】

【００３０】
　本発明のさらに別の態様において、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、以下の構
造式のペリレンであってもよく、そのうち、Ｐは極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置
換基である。

【化５】

【００３１】
　本発明のさらに別の態様において、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、以下の構
造式のペリレンであってもよい。
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【化６】

【００３２】
　そのうち、Ｐは極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置換基である。
【００３３】
　本発明の１つの態様において、主に平面状の多環式分子系（Ｃｏｒ）は、以下の構造式
のペリレンであってもよい。
【化７】

【００３４】
　そのうち、Ｐは極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置換基である。
【００３５】
　本発明はさらに、以下の一般的な分子構造式を有するエネルギー蓄積分子材料を含む。
【化８】

【００３６】
　Ｄ部分（Ｄ－ｍｏｉｅｔｙ）は、π－π相互作用によって柱状超分子スタックを形成す
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る極化ユニットであり、Ｉは高耐圧絶縁置換基であり、ｍは１，２，３，４，５，６，７
または８である。したがって、エネルギー蓄積分子材料は、異なる（様々な）機能を実行
する２つの成分を含む。Ｄ部分は、超分子を形成する能力をエネルギー蓄積分子材料に与
える。次に、超分子は、結晶誘電体層の結晶構造を形成することを可能にする。また、Ｄ
部分は、高い誘電率を有する分子材料を提供するために使用される。金属伝導性を有する
分子、モノマーおよびポリマーの双極子極化、イオン極化、および超電子極化などのいく
つかのタイプの極化がある。列挙されたタイプの極化を有する全てのＤ部分は、本発明の
態様において使用することができる。絶縁置換基（Ｉ）は、誘電体結晶層における超分子
間の電気的絶縁を提供し、エネルギー蓄積分子材料の高い耐圧を提供する。
【００３７】
　本発明の１つの態様において、Ｄ部分は、表７に示す構造６４～７０の導電性オリゴマ
ーを含み、Ｘ＝２，３，４，５，６，７，８，９，１０，１１または１２である。
　表７．導電性オリゴマーを含むＤ部分の例
【表７】
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【００３８】
　本発明の別の態様において、Ｄ部分は、ドープされたオリゴアニリンおよびｐ‐オリゴ
‐フェニレンを含む組から選択されることができる。本発明のさらに別の実施形態におい
て、アニリンのフェニル環上にＳＯ３基またはＣＯＯ基を有する自己ドープされたオリゴ
アニリンである。本発明のさらに別の実施形態では、ドープされたオリゴアニリンは、酸
化状態でオリゴアニリンと混合されたアルキル‐ＳＯ３Ｈ酸またはアルキル‐ＣＯＯＨを
含む組から選択される酸化合物によって混合ドープされる。本発明の一実施形態では、高
耐圧絶縁置換基（Ｉ）の少なくとも１つは、‐（ＣＨ２）ｎ‐ＣＨ３、‐ＣＨ（（ＣＨ２

）ｎＣＨ３）２）（ｎ＝１…．５０）、アルキル、アリール、置換アルキル、置換アリー
ル、分枝アルキル、分枝アリール、およびこれらの任意の組合せから選択され、アルキル
基は、メチル、エチル、プロピル、ブチル、Ｉ‐ブチル基およびｔ‐ブチル基から選択さ
れ、アリール基は、フェニル、ベンジルおよびナフチル基から選択される。本発明の別の
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実施形態では、エネルギー蓄積分子材料は、極化ユニット（Ｄ部分）を高耐圧絶縁置換基
と連結する、表８に示す構造７１～８０の少なくとも１つのリンカーユニットをさらに含
む。
　表８．リンカーユニットの例
【表８】
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【００３９】
　本開示のさらに別の態様において、エネルギー蓄積分子材料は、Ｄ部分としてのペリレ
ンを含み、高耐圧絶縁置換基（Ｉ）は、リンカーユニット（Ｌ）によってペリレン構造の
ベイ位置に連結されてもよく、ただし、ｓが０，１，２，３，４，５および６に等しい。
【化９】

【００４０】
　本発明のさらに別の態様において、エネルギー蓄積分子材料は、Ｄ部分としてのペリレ
ンを含み、高耐圧絶縁置換基（Ｉ）は、リンカーユニット（Ｌ）によってペリレン構造の
頂点位置に連結されてもよく、ただし、ｓが０，１，２，３，４，５および６に等しい。
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【化１０】

【００４１】
　本発明の１つの態様において、エネルギー蓄積分子材料は、以下の一般構造式を有する
ことができ、ｍは１である。

【化１１】

【００４２】
　本発明の関連する態様によれば、エネルギー蓄積分子材料は、以下の一般構造式を有す
ることができ、ｍは２である。
【化１２】

【００４３】
　本発明の態様は、開示されたエネルギー蓄積分子材料を含む結晶誘電体層を含む。この
ようなエネルギー蓄積分子材料は、適切な溶媒に溶解すると、分子がシステムの運動単位
を構成する超分子錯体に凝集するコロイド系（リオトロピック液晶）を形成する。このリ
オトロピック液晶相は、本質的にシステムの秩序状態の前駆体であり、超分子錯体のその
後の整列および溶媒の除去の期間に結晶誘電体層を形成する。
【００４４】
　限定ではなく一例として、超分子錯体を有するコロイド系から結晶誘電体層を作製する
方法は、以下の工程を含むことができる：
‐コロイド系の基材への塗布。コロイド系は、典型的には、チキソトロピー特性（ｔｈｉ
ｘｏｔｒｏｐｉｃ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ）を有し、これは、予め設定された温度および
ある濃度の分散相を維持することによって提供される。
‐機械的要因を利用して、または任意の他の手段、例えば追加の照明、磁場または光学場
（例えば、コヒーレント光起電力効果）の有無にかかわらず、通常または高温で外部の電
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場を印加することによって、外部配向を行う。外部配向の程度は、コロイド系の運動単位
に必要な配向を与え、結晶誘電体層の結晶格子の基部として機能する構造を形成するのに
十分でなければならない。そして
‐溶媒を除去して最終的な結晶誘電体層構造を形成するために乾燥する。
【００４５】
　得られた結晶誘電体層において、主に平面状の多環式分子系の分子面は互いに平行であ
り、エネルギー蓄積分子材料は少なくとも一部で三次元結晶構造を形成する。製造技術の
最適化は、単結晶誘電体層の形成を可能にすることができる。
【００４６】
　図１に示すように、本発明の態様は、第１の電極１０２、第２の電極１０４、および前
記第１および第２の電極の間に配置された結晶誘電体層１０６を含むコンデンサ１００を
含む。結晶誘電体層１０６は、以下の一般的な分子構造式を有する開示されたエネルギー
蓄積分子材料を含む。
【化１３】

または本明細書で示された変形、あるいは以下の一般的な分子構造式を有してもよい。

【化１４】

または本明細書で示された変形のいずれかを含む。
【００４７】
　このような材料は、約１００～約１，０００，０００の誘電率κおよび約０．０１Ｖ／
ｍ～約２．０Ｖ／ｎｍの破壊電界Ｅｂｄによって特徴付けられる。
【００４８】
　電極は、任意の適切な導電性材料、例えば、アルミニウム（Ａｌ）または銅（Ｃｕ）の
ような金属で作成されることができる。いくつかの実施例では、一方または両方の電極は
発泡アルミニウムのような発泡金属で作成されることができる。電極１０２および１０４
は、平坦で平面であり、互いに平行に配置されてもよい。あるいは、電極は、平坦で平行
であってもよいが、必ずしも平面でなくてもよい。例えば、コイル（ｃｏｉｌｅｄ）、巻
回（ｒｏｌｌｅｄ）、曲げ、折り畳み、または他の形で形成してコンデンサの全体的な形
状因子を低減してもよい。また、電極が非平坦、非平面、または非平行、またはこれらの
２つ以上の何らかの組合せであることも可能である。限定ではなく一例として、電極１０
２、１０４間の間隔ｄは、結晶誘電体層１０６の厚さに相当し、約１μｍ～約１００００
μｍの範囲であってもよい。上記の式（２）に示すように、電極１０２、１０３間の最大
電圧Ｖｂｄは、破壊電界と電極間隔ｄとの積に近似することができる。例えば、Ｅｂｄ　
＝　０．１Ｖ／ｎｍであり、間隔ｄが１００００ミクロン（１０００００ｎｍ）である場
合、最大電圧Ｖｂｄは１０００００ボルトである。
【００４９】
　電極は、互いに同じ形状、同じ寸法、および同じ面積Ａを有することができる。限定で
はなく一例として、各電極１０２および１０４の面積Ａは、約０．０１ｍ２から約１００
０ｍ２の範囲にあってもよい。限定ではなく一例として、巻回のコンデンサの場合、例え
ば長さが１０００ｍおよび幅が１ｍまでの電極は、磁気テープまたは写真フィルムの製造
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造可能である。
【００５０】
　これらの範囲は限定的ではない。電極間隔ｄおよび面積Ａの他の範囲は、本発明の態様
の範囲内である。
【００５１】
　間隔ｄが、電極の特性線形寸法（例えば、長さおよび／または幅）と比べて小さい場合
、コンデンサ１００の静電容量Ｃは、次式によって近似されることができる。
Ｃ　＝　κεｏＡ／ｄ　                      （３）
ここで、εｏは自由空間の誘電率（８．８５×１０－１２クーロン２　／（ニュートン・
メートル２））であり、κは結晶誘電体層１０６の誘電率である。コンデンサ１００のエ
ネルギー蓄積容量Ｕは以下に近似されることができる。
Ｕ　＝　１／２　ＣＶｂｄ

２                   （４）
式（２）および（３）を用いて以下のように書き直すことができる。
Ｕ　＝　１／２　κεｏＡＥｂｄ

２              （５）
【００５２】
　エネルギー蓄積容量Ｕは、誘電率κ、面積Ａおよび破壊電界Ｅｂｄによって決定される
。適切な設計によって、コンデンサまたはコンデンサバンクは、任意の所望のエネルギー
蓄積容量Ｕを有するように設計されてもよい。限定ではなく一例として、前記範囲にある
誘電率κ、電極面積Ａ、及び破壊電界Ｅｂｄを与えると、本発明の態様によるコンデンサ
は、約５００ジュールから約２×１０１６ジュールの範囲のエネルギー蓄積容量Ｕを有す
ることができる。
【００５３】
　例えば約１００～約１００００００の誘電率κと、例えば約０．１～０．５Ｖ／ｎｍの
範囲の一定の破壊電界Ｅｂｄの場合、本明細書に記載のタイプのコンデンサは、単位質量
当たりの比エネルギー容量が約１０Ｗ・ｈ／ｋｇから約１０００００Ｗ・ｈ／ｋｇまでの
範囲にあるが、実施はそれに限定されない。
【００５４】
　本発明の態様がより容易に理解され得るために、本発明を説明することを意図した以下
の実施例を参照するが、本発明の範囲を限定することを意図するものではない。
例１
この例は、一般構造式Ｉで表される、構造式６および３５（表１および５）で表される断
片を含むポルフィリン‐（フェニル‐ペリレンジイミド）４‐化合物（ＴＰＰ‐ＰＤＩ４

）の合成方法を記載する。
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【化１５】

構造式Ｉ
【００５５】
　前記方法は、いくつかのステップを含む。
第１のステップでは、一般構造式８１で表される１，７‐ジブロモペリレン‐３，４：９
，１０‐テトラカルボキシジアンヒドリドの合成を行った。

【化１６】

構造式８１
【００５６】
　このために、３，４：９，１０‐ペリレンテトラカルボン酸二無水物（２８．５２ｇ、
７２．７ｍｍｏｌ）を４２０ｍｌの濃硫酸に添加し、５５℃で２４時間撹拌した。ヨウ素
（０．６８５ｇ、２．７０ｍｍｏｌ）を反応混合物に加え、さらに５時間撹拌した。臭素
（８．３ｍｌ、１６２ｍｍｏｌ）を反応フラスコに１時間かけて滴下し、８５℃で２４時
間撹拌した。過剰の臭素を次に窒素ガスＮ２で置換した。冷却した混合物に水（６６ｍｌ
）を滴下し、沈殿物を濾別した。粗生成物を２２０ｍｌの８６％のＨ２ＳＯ４で、続いて
水で洗浄し、この手順を２回繰り返して、粗生成物（３２．３２ｇ、８１％）を得た。　
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この生成物を精製せずにさらに使用した。ＭＳ：５４９．０（計算値：５５０．１１）。
【００５７】
　第２のステップでは、一般式８２で表される１，７‐（３’，５’‐ジ‐ｔ‐ブチルフ
ェノキシ）ペリレン‐３，４：９，１０‐テトラカルボキシジアンヒドリド（ＰＤＡ）の
合成を行った。
【化１７】

構造式８２
【００５８】
　このために、１，７‐ジブロモペリレン‐３，４：９，１０‐テトラカルボキシジアン
ヒドリド（０．８９ｇ、１．６１ｍｍｏｌ）、３，５‐ジ‐ｔｅｒｔ‐ブチルフェノール
（１．０ｇ、４．８５ｍｍｏｌ）およびＣｓ２ＣＯ３（１．１ｇ、３．３８ｍｍｏｌ）を
、マグネチックスターラーバー、空気凝縮器およびアルゴン出口を備えた二口フラスコに
入れた。次にＤＭＦ（１５ｍＬ）を加え、得られた懸濁液を１．５時間激しく攪拌しなが
ら還流した。最初は、赤いサスペンションが深い紫色に変わった。反応混合物を室温に冷
却し、酢酸（１０ｍＬ）を添加した。生成した沈殿物を室温で一晩撹拌し、濾過し、氷冷
酢酸（４０ｍＬ）および熱ＭｅＯＨ（４０ｍＬ）で洗浄し、６０℃で６時間真空乾燥して
純粋な生成物１．２ｇ（８７％）を得た。ＭＳ：７９９．９（計算値：８００．３）。　
１Ｈ　ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３）δ：９．６９（ｄ，Ｊ　＝　８．４Ｈｚ，２Ｈ），８．６８
（ｄ，Ｊ　＝　８．４Ｈｚ，２Ｈ），８．３７（ｓ，２Ｈ），７．４２（ｔ，Ｊ　＝　１
．７，２Ｈ），７．０３（ｄ，Ｊ　＝　１．７，４Ｈ），１．３５（ｓ，３６Ｈ）。
【００５９】
　第３のステップでは、一般構造式８３で表される、Ｎ‐（２‐エチルヘキシル）‐１，
７‐（３’，５’‐ジ‐ｔ‐ブチルフェノキシ）ペリレン‐３，４‐ジカルボキシ無水物
‐９，１０‐ジカルボキシイミド（ＰＩＡ）の合成を実施した。
【化１８】

構造式８３
【００６０】
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　このために、１，７‐（３’５’‐ジ‐ｔ‐ブチルフェノキシ）ペリレン‐３，４：９
，１０‐テトラカルボキシジアンヒドリド（ＰＤＡ）（０．８５ｇ、１．０６ｍｍｏｌ）
、イミダゾール（０．８５ｇ、１２．４ｍｍｏｌ）を、空気スターラーバー、空気凝縮器
、アルゴン導入管、および滴下漏斗を備えた三口フラスコに入れた。クロロホルム（Ｃａ
Ｈ２から新たに蒸留した、２５０ｍＬ）を添加した。得られた懸濁液を激しく攪拌しなが
ら１時間還流させ、クロロホルム（８ｍＬ）中の２‐エチルヘキシルアミン（０．１３６
ｇ、１．０６ｍｍｏｌ）の溶液を１時間かけて滴下し、続いてＣＦ３ＣＯＯＨを５滴加え
た。反応混合物を３日間還流し、冷却し、減圧下で溶媒を除去した。生成物をシリカゲル
カラムクロマトグラフィー（溶出液ＣＨＣｌ３対ヘキサン４：１）で精製して、赤色固体
物質として分析的に純粋な一無水物（ＰＩＡ）を生成した（収量：０．２４ｇ、２４％）
。　Ｍ．Ｓ．：９１１．５０（計算値９１１．４８）。１Ｈ　ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３）δ：
９．７０（ｄ，Ｊ　＝　２．６Ｈｚ，１Ｈ），９．６８（ｄ，Ｊ　＝　２．６Ｈｚ，１Ｈ
），８．６４（ｄ，Ｊ　＝　５．０３Ｈｚ，１Ｈ），８．６２（ｄ，Ｊ　＝　５．０３，
１Ｈ），８．３６（ｓ，１Ｈ），８．３３（ｓ，１Ｈ），７．３８（ｔ，Ｊ　＝　１．７
Ｈｚ，１Ｈ），７．３７（ｔ，Ｊ　＝　１．７Ｈｚ，１Ｈ），７．０２７（ｄ，Ｊ　＝　
１．７　２Ｈ），７．０２（ｄ，Ｊ　＝　１．７Ｈｚ，２Ｈ），４．１０（ｍ，２Ｈ），
１．９８（ｍ，１Ｈ），１．３４（ｍ，６Ｈ），１．２１（ｓ，１８Ｈ），１．２０（ｓ
，１８　Ｈ），０．９１（ｍ，８Ｈ）。
【００６１】
　最後のステップでは、一般構造式Ｉで表されるポルフィリン‐（フェニル‐ペリレンジ
イミド）４‐化合物（ＴＰＰ‐ＰＤＩ４）の最終的な合成を行った。このために、５，１
０，１５，２０‐テトラキス（ｐ‐アミノフェニル）ポルフィリン（５０ｍｇ、０．０７
４ｍｍｏｌ）、ＰＩＡ（３３４ｍｇ、０．３６ｍｍｏｌ）およびイミダゾール（３．０ｇ
）を１０ｍｌのピリジンに添加する。反応混合物を撹拌しながら２日間乾燥窒素下で加熱
還流した。反応は遅く（ＭＡＬＤＩでモニターした）、追加のＰＩＡ（２５２ｍｇ、０．
２８ｍｍｏｌ）を加えた。反応混合物をさらに２日間還流し、次いでクロロホルムで希釈
し、２Ｎ塩酸で１回、水で２回洗浄し、無水炭酸カリウムで乾燥させ、溶媒をロータリー
エバポレーターで除去した。残渣をクロロホルムを用いたシリカゲルでのカラムクロマト
グラフィーに付して、ＴＰＰ‐ＰＤＩ４（１３０ｍｇ、４０％）を得る。質量スペクトル
：４２４５（計算値４２４５）。１Ｈ　ＮＭＲδ（ＣＤＣＬ３）９．８（ブロード，４Ｈ
），９．７（ブロード，４Ｈ），８．８（ブロード，４Ｈ），８．６（ブロード，４Ｈ）
，８．５（ブロード，４Ｈ），８．２（ブロード，４Ｈ），７．７（ブロード，４Ｈ），
７．５（ブロード，４Ｈ），７．４７（ブロード，８Ｈ），７．３９（ブロード，８Ｈ）
，７．１５（ブロード，２４Ｈ），４．１（ｍ，８Ｈ），２．７（ｓ，１２Ｈ），２．７
（ブロード，２４Ｈ），２．０（ブロード，４Ｈ），１．３（ブロード，２４Ｈ），１．
４（ブロード，１４４Ｈ），０．８（ブロード，３２Ｈ）。ＴＰＰ‐ＰＤＩ４の合成は、
既知の文献の手順に従って行われている（ｖａｎ　ｄｅｒ　Ｂｏｏｍ，Ｔ．、Ｈａｙｅｓ
，Ｒ．Ｔ．、Ｚｈａｏ，Ｙ、Ｂｕｓｈａｒｄ，Ｐ．Ｊ．、Ｗｅｉｓｓ，Ｅ．Ａ．、Ｗａｓ
ｉｅｌｅｗｓｋｉ，Ｍ．　Ｒ．　Ｊ．　Ａｍ、Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．、２００２，１２４
，９５８２；Ｍ．Ｊ．Ａｈｒｅｎｓ、Ｌ．Ｅ．　Ｓｉｎｋｓ、Ｂ．　Ｒｙｂｔｃｈｉｎｓ
ｋｉ、Ｗ．　Ｌｉｕ、Ｂ．Ａ．　Ｊｏｎｅｓ、Ｊ．Ｍ．Ｇｉａｉｍｏ、Ａ．Ｖ．　Ｇｕｓ
ｅｖ、Ａ．Ｊ．　Ｇｏｓｈｅ、Ｄ．Ｍ．　Ｔｉｅｄｅ、Ｍ．Ｒ．　Ｗａｓｉｅｌｅｗｓｋ
ｉ、Ｊ．　Ａｍ、Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．、２００４，１２６，８２８４を参照）。
【００６２】
　上記は本発明の好ましい実施形態の完全な説明であるが、様々な代替、変更および等価
物を使用することが可能である。したがって、本発明の範囲は、上記の説明に沿って決定
されるではなく、代わりに、均等物の全範囲とともに添付の特許請求の範囲を参照して決
定されるべきである。本明細書に記載された任意の特徴は、好ましいか否かにかかわらず
、本明細書に記載された他の任意の特徴と組み合わせることができる。以下の特許請求の
範囲において、不定冠詞「Ａ」または「Ａｎ」は、他に明示的に述べられている場合を除
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いて、その記事に続く１つまたは複数の項目の量を指す。本明細書で使用されるように、
代替物の要素のリストでは、包括的意味として「または」という用語が使用され、例えば
、「ＸまたはＹ」はＸ単独、Ｙ単独またはＸとＹの両方を含むと理解されるべきである。
選択肢としてリストアップされた２つ以上の要素を組み合わせることができる。添付の特
許請求の範囲は、「手段」の句を使用して所与の請求項に明示的に記載されていない限り
、手段＋機能の制限を含むものとして解釈されるべきではない。

【図１】
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